
［要約］

８０年代以降日本など先進国では、所得等の格差が拡大しているといわれている。しかし、

世帯の経済状態の分布をみるには、全体の分布だけではなく、世帯の属性によるグループ

別の分析などにも注目する必要がある。また、世帯の経済状態を表わす代理変数としては、

所得に加えて、資産や生涯所得の影響も含む恒常所得仮説に立脚する、消費も有用である。

これらの分析により、政策上有用な情報を得ることもできる。

日本では、高齢化に伴い若年層が減少し高齢者が増える、あるいは、核家族化や高齢単

身者の増加などに伴い、小人数の世帯が増えるという、年齢構成、あるいは世帯人員構成

の変化が起きている。本稿では、年齢別、および世帯人員別の分析を行うことにより、上

記社会的変化の世帯消費分布あるいは世帯所得分布に与える影響を検討する。データとし

ては、１９８４年、１９８９年、１９９４年の全国消費実態調査結果を用いる。この時期は、バブルと

その崩壊にあたっている。また、単身世帯も含んだ総世帯について主に分析を行っている。

得られた結果は以下のようなものである。

�１ 年齢別の年間収入格差、消費支出格差は、傾向として年齢が増えると共に増加して

いる。これは、各種先行研究の結果と同一である。また、消費については恒常所得仮

説と整合的である。

�２ １９８４年と１９９４年の間の格差の変化について寄与分解を行うと、年齢別の分析では、

年間収入の場合、年齢構成の変化による寄与が８割程度を占め、同年齢層内での格差

拡大や年齢層間の格差拡大など本質的な格差増加の寄与は２割程度に過ぎない。消費

支出の場合には、本質的な格差はマイナス寄与であり、格差を縮小させている。年齢

構成の変化による寄与は全体として分布を拡大させている。一方、世帯人員別の分析

では、世帯人員構成の変化による寄与は、年間収入の場合２割程度にすぎないが、消

費支出の場合では同寄与が６割程度を占めている。

�３ １９８４年と１９８９年の間、１９８９年と１９９４年の間に分けて消費支出の格差変化の寄与をみ

ると、１９８９年と１９９４年の間のバブル崩壊時に、グループ内、グループ間の格差が縮小

している。

�４ 上記の結果は、世帯人員の影響を考慮した等価所得、等価消費についてもほぼ同様

年齢構成、世帯人員構成の変化が世帯の所得
及び消費格差に与える影響：１９８４―１９９４
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１．はじめに

�１ 経済状態の格差の状況

人々の経済状態を考察する場合、貧困の克服は

重要な問題である。しかし、先進国においては、

第２次大戦の終了以降、絶対的、平均的な所得水

準は上昇し、貧困層は確実に減少した。一方、平

均的な所得水準の問題とは別に、所得水準の格差

も問題となる。大きな格差が存在する場合はもち

ろんであるが、極端な格差がなく、皆がそこそこ

豊かだとしても、格差が不合理なものとして意識

されるなら、社会的な満足度は小さくなろう。こ

うした所得や消費の格差について、全体だけでは

なく、より詳細な構造を明らかにすることは有用

である。例えば、格差が広がってきていても、そ

れが不平等を反映した真の格差の拡大か、あるい

はみかけ上のものかなどが判定できる。そして、

真に格差が拡大しているとすると、それを緩和す

るためにどのような政策が必要かを示すことがで

きる。

所得分布の時間的な推移を考える場合、長期的

なものとしてクズネッツの逆U字仮説がある。こ

の説は、経済発展の初期には格差が広がるが、あ

る程度経済発展が進むと格差が縮小するというも

のである。資本主義の発展初期には資本家に富が

集中するが、経済が発展してくると、一般労働者

の所得水準も向上して、格差が小さくなることは、

先進国の発展過程として一般的に受け入れられよ

う。米国では戦後１９５０年代、６０年代に所得格差は

大幅に縮小し、貧困率も大きく低下した。日本で

も、戦前に比べ、戦後大幅に格差は縮小した。農

地開放や財閥解体等の大きな制度改革が行われた

ことも要因であるが、経済発展の結果でもある。

しかし、先進国の経済状態の格差に関する各種

研究によれば、７０年代末から、格差は逆に広がっ

てきている。西崎・山田・安藤（１９９８）（以下西

崎他（１９９８）と記す）では、８０年代の所得の分配

について各国比較を行っているが、格差の程度を

示す指標であるジニ係数（後述第２節２項及び

Appendix１参照）の変化をみると、殆どの国で

は８０年代に格差が拡大している（表１）。

また、日本について、総務庁の家計調査によっ

て年間収入のジニ係数の推移をみても、８０年代以

降、格差が広がってきていることがわかる（図１）。

である。

�５ 以上から、１９８４年と１９９４年の間の消費、あるいは所得の格差拡大のうち、かなりの

部分は年齢構成変化、世帯人員構成変化に伴うある意味で見かけ上のものである。

上記結論は、全体の所得格差等が拡大していたとしても、不平等な経済状態の格差が拡

大していると断定することには、慎重でなければならないことを示している。

今後は、雇用環境の変化や世代間の格差移転などにより、経済状態の格差が広がる可能

性もあり、経済状態の分布についての研究は必要性を増すものと考えられる。

表１ 市場所得の分配についての各国の８０年代の

ジニ係数の変化

日 本 ２９．８（１９８４年）

（３２．６１９９４年）

３１．７（１９８９年）

米 国 ３８．８（１９７９年） ４１．１（１９８６年）

イ ギ リ ス ３６．５（１９７９年） ４２．８（１９８６年）

フ ラ ン ス ４０．６（１９７９年） ４１．７（１９８４年）

カ ナ ダ ３５．０（１９８１年） ３７．４（１９８７年）

スウェーデン ４１．１（１９８１年） ４３．９（１９８７年）

オ ラ ン ダ ３３．９（１９８３年） ３４．８（１９８７年）

ベ ル ギ ー ２７．５（１９８５年） ２７．３（１９８８年）

（資料） 西崎等（１９９８）より一部抜粋、日本以外の原典は
Atkinson（１９９５）
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１９９７年の米国大統領経済白書では米国の経済的

格差の状況について分析している。その中では賃

金の分布が８０年代に拡大しているが、学歴間格差、

年齢間格差なども同時に広がっていることを示し

ている。この賃金格差の拡大の原因として、次の

３つの要因をあげている。第１に、最も大きなも

のとして、需要サイドの要因を示している。技術

進歩や輸入の増大などにより、高熟練者に対する

労働力需要が低熟練者より大きい場合、高熟練者

の賃金は低熟練者の賃金に比べて相対的に上昇し、

格差は拡大することになる。第２は供給サイドの

要因である。移民や労働経験の少ない女性の労働

参加率上昇などにより、低熟練者の供給が増加し

た場合、低熟練者の賃金が下落し、やはり格差は

拡大する。第３は制度的要因である。労働組合の

影響力の低下や、最低賃金の実質価値の低下など

も格差拡大に寄与している可能性もある。専門家

のコンセンサスとしては、技術変化が最も有力な

要因とされている。

上記の要因のうち技術進歩などは、ある程度先

進国に共通しており、８０年代に各国で共通して格

差が拡大したことの大きな要因と考えられる１。

経済状態の格差として、資産の格差も重要であ

る。経済発展の結果、個人や世帯の貯蓄や土地等

の資産蓄積が進んできており、これから生じる所

得や帰属家賃等の効果も大きなものとなっている。

この結果、株価や地価などの資産価格変動の与え

る影響が大きくなっている。さらに、遺産の問題

も重要である。高山（１９９２）や高山・有田（１９９６）

ではミクロデータを用いて、これらストック面に

焦点を当てて分析している。今日の、日本のバブ

ル崩壊の影響や、米国の株価高騰の影響などは興

味深い問題であり、研究の充実が望まれる。

人々の経済状態を測るのに有効な手段として、

消費を使う方法がある。人々の経済状態は、その

時々の所得よりも、生涯全体で得られる所得に

よって計測するべきである。しかし、将来得られ

る所得は不確実であり、生涯所得を実際に計測す

ることはできない。恒常所得仮説によれば、人々

は、消費を、その時々の一時的な所得ではなく、

恒常的な所得の予測に基づいて決定する。従って、

消費は人々の経済状態を図る良い代理変数となる。

Cutler and Katz（１９９２）、Johnson and Shipp

（１９９７）などは、米国について８０年代に消費の格

差が拡大したことを示している。

�２ 年齢別の所得及び消費格差の先行研究

経済状態の格差を説明する要因としては、学歴、

業種、企業規模、性別など様々なものがあるが、

年齢による格差も良く知られている。一般に、年

齢が上がるにつれて賃金は上昇していくが、この

度合いは、特に大企業の勤務年数の長い労働者で

高く、転職者や女性などでは小さく、年齢が上が

るにつれて、格差も広がってゆくことになる。こ

の理論的な説明として恒常所得仮説を用いると、

年齢が上昇するとともに、消費の分布は拡大して

いく２。

Deaton and Paxson （１９９４）は、米国、英国、

図１ 日本の年間収入の分布の推移

（注） 家計調査の年間収入１０分位より
８０～９５年は西崎等（１９９８）、９６、９７年は筆者推計

１ この時期、米国でレーガン政権、英国でサッチャー政権といった市場重視型の政権が存在していたことも、これらの国の格差拡
大に関係があるかもしれない。
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台湾の３カ国について、世帯主の年齢階層別の世

帯の所得、消費の分布を求め、これから年齢が違

うことによる格差（年齢効果）と、生まれた世代

が違うことよる格差（コーホート効果）を分離し

て求めている３。そして、年齢効果は、各国とも

概ね年齢が上昇すると共に格差が拡大しているこ

とを示している。Ohtake and Saito（１９９８）は、

日本について同様の分析を行っている。データと

しては、１９７９年、１９８４年、１９８９年の全国消費実態

調査の、２人以上の一般世帯の個票を用いている。

この研究では、�１消費の加齢による格差（年齢効

果）が４０歳付近から大きくなる、�２ライフサイク

ルの初期の格差（コーホート効果）が、若い世代

で大きくなっている、�３１９７９年と１９８９年の間の消

費の格差の変化について、年齢構成変化、年齢層

内格差変化、年齢層間格差変化の３つに要因分

解４し、半分が高齢化等による年齢構成変化によ

り、３分の１が各年齢層内格差の拡大による、と

の結果を得ている。なお、世帯単位の消費をその

まま用いるのではなく、世帯人員を考慮して、世

帯員の実感に近い等価消費（後述第３節第６項参

照）を用いた場合についても、�１の結果は同様に

なることを示している。大竹・斉藤（１９９６）では、

消費の分布の変化について、年齢構成の変化によ

る影響と、年齢層内格差及び年齢層間格差の変化

による影響とに分けて、１９５９年から１９８９年の勤労

者世帯について分析し、６０年代、７０年代は年齢構

成変化要因はほぼ中立で、年齢層内格差及び年齢

層間格差の変化による影響が分布を小さくさせて

きたこと、また、８０年代は年齢構成変化要因と、

年齢層内格差及び年齢層間格差の変化要因が共に

格差を高めていることを示している。

西崎他（１９９８）では１９７９年、１９８４年、１９８９年、

１９９４年の全国消費実態調査の個票データを用いた

分析を行っている。この研究では、単身世帯も含

んでいる。また、世帯単位から個人単位に変換し

て分析している。結果としては、�１等価可処分所

得は単純な１世帯当たり、一人当たりの可処分所

得より平等である、�２日本の等価可処分所得は北

欧諸国より不平等であるが、Ｇ７の中では比較的

平等である、�３日本の再分配前所得は国際的にみ

てかなり平等である、�４高齢者の属する世帯の所

得格差は、高齢者が世帯主となっている世帯より

かなり小さい、�５８４年と９４年の間で可処分所得格

差は拡大したが、これは第１に高齢化による就業

者なしの世帯の増加、第２に就業世帯の中での格

差拡大による、との結果を示している。同論文で

は、消費についての分析は行れていない。

松浦・滋野（１９９８）では、１９９４年単年度の全国

消費実態調査の単身世帯も含んだ個票データを用

いて、年齢別の消費、所得、資産の分布を求めて

いる。この結果、�１６０歳以上の高齢者の消費等の

格差のほうが、３０代、４０代での格差より大きいこ

と、年齢と消費等の格差の関係が非線形であるこ

と、�３消費等の水準は６０歳以上のほうが３０代、４０

代よりも高いことを示している。

２ 恒常所得仮説では、ある時点tで利用可能な全ての情報を用いて予測した恒常所得をもとに、その期の消費c（t）は決定されてい
る。そこに、属人的なショックε（t）、例えば、予期しない資産の増加や、恒常的な増収入の予測などがあると、次期の消費
c（t＋１）が変化する。
c（t＋１）＝λ（t）c（t）＋ε（t）

ここで、利子率が一定で、時間選好と利子率が等しい、つまり、λ（t）＝１と仮定してこの分散をとると、
VAR（c（t＋１））＝VAR（c（t））＋VAR（ε（t））

つまり、ランダムウォーク過程となり、時間と共に格差は拡大していく。なお、Hall（１９７８）はより厳密な説明を与えている。
３ 例えば、１９８０年時点の３０歳の所得分布は、１９５０年生まれのコーホート効果と、３０歳の年齢効果の合計である。
４ �１年齢構成変化：高齢化等により人口に占める若年層の比率が減り、高年齢層の比率が増えるという変化、�２年齢層内格差の変
化：３０代、４０代など各年齢層の中での格差の変化、�３年齢層間格差の変化：３０代の平均と４０代の平均の格差、３０代の平均と５０代
の平均の格差など各年齢層の平均間の格差の変化。
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�３ 本稿のねらい

以上紹介した先行研究では、単身世帯も含んだ

総世帯については、消費の分布が年齢構成の変化

等によりどのように変化するか要因分解が行われ

ていない。単身世帯は、高齢者や若者で大きな割

合を占め、これを除いた分析は不十分である。ま

た、８４年から９４年までの時期は、途中にバブルの

発生と崩壊という興味深い現象を含んでいるにも

かかわらず、この時期では消費の変化は見られて

いない。

また、社会的な変化として高齢化による年齢構

成の変化の他、核家族化や若年者、高齢者の単身

世帯の増加などにより、世帯人員の減少という変

化も起こっている。このような構造変化が所得や

消費の格差に与える影響も重要である。

同年齢層グループ内での所得、消費の格差が変

化せず、異なる年齢層グループ間での所得、消費

の格差も変わらないとすると、各人は格差が拡大

しているとは実感しないであろう。しかし、高齢

化により年齢構成が変化し、所得、消費の格差が

大きい高齢者層の比率が増えれば、それにより、

社会全体では所得、消費の分布が拡大してしまう。

このような所得、消費の分布の変化は、ある意味

で見かけ上のものと言える。また、世帯人員の変

化による所得、消費の分布の変化についても、各

世帯人員グループ内格差の変化や各世帯人員グ

ループ間格差の変化という真の不平等度変化とは

分離して考えるべきであろう。

以上のことから、本稿では、１９８４年、１９８９年、

１９９４年の全国消費実態調査を用い、２人以上の一

般世帯及び単身世帯まで含めた総世帯について、

年齢別の所得と消費の分布を求め、格差の変化の

要因分解を行う。また、世帯人員別についても、

同様に所得、消費の分布を求め、格差の変化の要

因分解を行っている。なお、主に世帯人員別につ

いて、等価尺度を導入し、世帯単位の場合との違

いがあるかを確認する。

本稿の構成は、第２節で、用いたデータと分析

方法を示す。第３節では実証結果を示しながら分

析を行う。まず、全体の格差の変化について示し、

その後、年齢別の格差の変化、格差変化の要因分

解、また、世帯人員別の格差の変化、格差変化の

要因分解について述べていく。そして、以上の結

果が、等価尺度を導入しても変わらないことを示

す。第４節では、本稿の結論と課題を述べる。な

お、本論からやや逸脱する分析は、最後のAp-

pendixで補足的に示されている。

２．データと分析方法

�１ データ

データは全国消費実態調査を用いている。これ

は、サンプル数で約６万世帯が調査されており、

約８千世帯の家計調査に比べ、より信頼度の高い

調査と言える。用いた調査は、１９８４年、１９８９年、

１９９４年の３時点である。これ以前の調査では、専

業農家が除かれており、調査範囲がやや異なって

いる。本調査では、２人以上の一般世帯と単身者

世帯は基本的に別に集計されているが、本稿では、

合計した総世帯についての分析を主とする。

本稿の分析の大きな特徴は、個票ではなく、刊

行された報告書の集計表のデータを利用している

ことである。集計表を用いる都合上、所得は、勤

労所得、資本所得、自営所得、それに年金等の移

転も含めた年間収入を用いる。消費については、

消費支出の月額を用いている。これは、住宅・土

地購入費、貯金等金融商品の購入、租税等の支払

５ まず、各消費支出金額階級について、中間金額（例えば２０万円から２５万円の階級であれば、２２万５千円）と、その階級の世帯数
という組み合わせの点を考える。この点を直線で結ぶと、消費支出に対する世帯数の分布の形状が連続的に得られる。この分布
のもとで、各消費支出金額階級の平均金額を推計した。
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いなどは含んでおらず、一方、家賃を含んでいる。

これらの金額階級別の世帯分布と平均金額を用い

て不平等尺度を算出する。なお、消費については

世帯分布と全体の平均金額しかなく、これから各

階級別の平均金額を推計して用いている５。以上

から、得られた結果は個票を用いた場合に比べ近

似的なものにならざるを得ない。しかし、分析を

行うのに充分な精度を持つものである（Appendix

２）。

�２ 不平等尺度

各種の不平等尺度はそれぞれ特徴を持っており、

所得や消費の格差の変化をみるには、幾つかを組

み合わせてみるのが好ましい。本稿では、以下の

４つを適宜用いる。なお、定義の数式はAppen-

dix１に示している。

・ジニ係数（Gini）

ジニ係数は一般的によく使用されるものである。

完全平等の時は最低値０で、不平等度が高まるほ

ど値が大きくなり、完全不平等の時は最大値１

（１００％）となる。ローレンツ曲線６との関係では、

ローレンツ曲線と４５度線の間の面積の２倍である。

この面積が同じであれば、ローレンツ曲線の形が

異なっても、ジニ係数は変化しない。つまり、ど

の所得（消費）層の変化によるかは中立的である。

・平均対数偏差（MLD）

MLDは、エントロピー尺度の一つである。完

全平等の時、最低値０をとる。所得あるいは消費

０の世帯がある場合は対数が計算できないので調

整が必要である。対数をとっていることから、低

所得（消費）層での変化に敏感である。また、異

なる時点の年齢別など構成グループ別のデータか

ら、MLDの変化をグループ構成変化、グループ

内格差変化、グループ間格差変化の３つの寄与に

要因分解できる。

・平方変動係数（SCV）

SCVは、変動係数（標準偏差／平均値）を２乗

したものである。完全平等の時は最低値０で、完

全不平等の時は世帯数をnとすると最大値n－１

となる。所得（消費）の分散をとっていることか

ら、高所得層での変化に敏感である。賃金所得、

資本所得、移転など所得（消費）構成の要因分解

が容易である。

・対数分散（VL）

VLは所得あるいは消費の対数の分散である。

完全平等の時最低値０をとる。対数をとっている

ことによる特徴はMLDと同様である。恒常所得

仮説のもとで、加齢に伴う属人的なショックがな

いとした場合、消費のVLの加齢に伴う変化もな

い。従って、恒常所得仮説の実証に便利である７

（Deaton and Paxson,１９９４）。なお、異なる時点

のVLの変化についても構成グループ別データか

ら寄与別の要因分解ができる。

MLDとVLの要因分解についてもAppendix１

に示している。

なお、単身世帯と２人以上の一般世帯では、報

告書集計データの金額階級が異なり、合計した総

世帯の金額階級が作れない。このため、総世帯に

ついては、ジニ係数は計算していない。

３．実証結果

�１ 全体の変化

２人以上の一般世帯について年間収入の分布の

経年の変化をみると（表２）、８４年と８９年の間で

６ 各世帯を低所得（消費）から順番にして、横軸に累積世帯数の百分率、縦軸に累積所得（消費）シェアの百分率をプロットした
もの。

７ Deaton and Paxson（１９９４）では、利子率が一定で、時間選好と利子率が等しいとの仮定をおいている。つまり、脚注２におい
て、λ（t）＝１としている。しかし、Ohtake and Saito（１９９８）が示しているように、消費のVLを用いるのであればこの仮定は
必要ない。また、逆に、この仮定のもとであれば、消費のVL以外の不平等尺度でも、ランダムウォークとなる。
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は全ての指標が上昇しており、年間収入の格差が

拡大していることがわかる。一方、８９年と９４年の

間では、ジニ係数およびMLD、VLが上昇する一

方、SCVが下がっている。各尺度の特徴を考える

と、この間、全体としては分布は拡大したものの、

高所得層では格差が縮小した可能性がある（後述

図８参照）。

同様に単身世帯も含む総世帯について年間収入

の分布をみると、２人以上の一般世帯に比べ、全

体的に格差が拡大している。これは、後に分析す

るが、単身世帯内の格差が２人以上の一般世帯内

の格差に比べて大きいためである。経年変化をみ

ると、２人以上の一般世帯の場合と同様の変化の

方向となっている。これは、西崎他（１９９８）の可

処分所得についての結果とほぼ同様である。

次に、消費についてみてみる（表３）。消費支

出の分布は、２人以上の一般世帯でも、単身世帯

を含む総世帯でも、年間収入に比べると各年とも

格差は縮小している。これは、収入が一時的な変

化も含むのに対して、消費は、より安定的な恒常

所得に基づいて行われているという恒常所得仮説

と整合的である。

経年の変化では８４年と８９年の間では全ての指標

で分布が拡大しているが、８９年と９４年の間には、

２人以上の一般世帯では、ジニ係数およびVLが

上昇する一方、MLDおよびSCVは低下しており、

単身世帯を含む総世帯でも変化の方向は同様であ

る。

以上の結果をみると、１９８４年と１９８９年の間では、

年間収入も消費支出も分布が拡大した。一方、

１９８４年から１９９４年にかけては、年間収入は格差は

やや広がるか同程度、消費支出も格差は同程度か

やや縮小というように余り変化がない。所得や消

費の格差は、一般的に、景気が拡大すると格差は

縮小し、景気が後退すると格差は拡大するという

（counter―cyclical）傾向が知られている。１９８４

年、８９年、９４年という時期は、景気的には各々、

弱い拡張期の半ば、強い拡張期のピーク近く、弱

い拡張期の初期となっており、景気循環と所得及

び消費の分布という点では、８４年から８９年に格差

が縮小して、９４年に格差が拡大という形が予想さ

れるが、実際はほぼ逆になっている。これは、平

成２年の経済白書で分析されているように、バブ

ル期に資産価格が大きく上昇し、この資産効果の

影響が所得や消費に大きく影響したためと考えら

れる。

�２ 年齢別の変化

図２にみるように、年齢別の年間収入の格差を

みると、３０未満、３０代ではほぼ変わらず、４０代か

表２ 年間収入分布の推移（％）

Gini MLD SCV VL

２人以上世帯

１９８４ ２６．８ １３．１ ２７．７ ２７．３

１９８９ ２８．０ １４．４ ３３．６ ２９．１

１９９４ ２８．８ １４．９ ３１．９ ３０．９

総世帯

１９８４ ― １７．９ ３５．２ ４０．０

１９８９ ― ２０．３ ４２．９ ４４．６

１９９４ ― ２１．４ ４１．８ ４８．４

表３ 消費支出分布の推移（％）

Gini MLD SCV VL

２人以上世帯

１９８４ ２４．５ １１．２ ２４．９ ２２．４

１９８９ ２６．８ １２．８ ２８．６ ２５．５

１９９４ ２７．６ １２．６ ２６．３ ２５．７

総世帯

１９８４ ― １５．０ ３１．０ ３２．３

１９８９ ― １６．５ ３５．１ ３４．７

１９９４ ― １６．３ ３２．９ ３４．８
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ら６０代で格差が拡大し、７０歳以上は分布は拡大す

るものの拡大度合いは小さくなるという結果に

なっている。この傾向は、８４年、８９年の結果でも

変わらない。SCVが高齢者層で大きくなっている

が、これは高所得層が多いことを示していると考

えられる。

単身世帯も含めた総世帯の場合（図３）も、全

体的に格差の水準は上がるものの、ほぼ同様であ

る。

次に消費支出の場合をみてみる。図４にみるよ

うに、２人以上の一般世帯の場合、年間収入の場

合と同様、おおよその傾向としては年齢とともに

分布も拡大するが、細かくみると、３０歳未満から

３０代にかけて分布は縮小している。また、４０代、

５０代と分布が拡大するものの、SCV以外の指標で

は、６０代、７０歳以上にかけてほとんど分布は横ば

いか小幅の拡大となっている。

単身者も含む総世帯の場合（図５）には、３０歳

未満の分布の拡大が目立ち、４０代とほぼ同じか上

回る程度になっている。また、６０代、７０歳以上で

の分布拡大もやや大きくなっている。３０歳未満及

び高齢者での格差拡大は、この年齢層で消費の格

差の大きい単身者の占める割合が多くなっている

ためである。

以上の結果は、Ohtake and Saito（１９９８）ある

いは松浦・滋野（１９９８）の結果とほぼ一致してい

図２ 年齢別の年間収入の分布

（１９９４年、２人以上世帯）

図３ 年齢別の年間収入の分布（１９９４年、総世帯）

図４ 年齢別の消費支出の分布

（１９９４年、２人以上世帯）

図５ 年齢別の消費支出の分布（１９９４年、総世帯）
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る。また、恒常所得仮説からの予想に概ね沿うも

のである。ただし、特に単身世帯を加えた消費支

出の場合など、３０未満の格差が大きいのが目立つ。

第１節第２項の所で述べたように、Ohtake

and Saito （１９９８）では、恒常所得仮説の理論的

枠組みから、消費の年齢別VLについて、７９年、

８４年、８９年で共通の年齢効果（年齢により決まる

寄与）とコーホート効果（各年代に生まれた集団

であるコーホトにより決まる寄与）に分解してい

る。この消費の３０未満の格差が大きいことについ

て、コーホート効果が若年層で大きい、つまり、

若年層のコーホートで、コーホート内の格差が拡

大しているとの分析を行っている。

しかし、実際には１０年間で年齢別分布の形状は

大きく変化している。図６には２人以上の一般世

帯の各年の年齢別の消費支出のVLを示している

が、８４年から８９年には若干低年齢層で大きいが、

ほぼ上方に平行移動している。８９年から９４年にか

けては、低年齢層ではあまり変わらず、高年齢層

で低下している。図７の単身世帯を含む総世帯の

場合では、低年齢層では変化は大きくなく、高年

齢層で大きく低下している。

この間、コーホートは１０年しかずれておらず、

年齢効果は一定として、若年層のコーホート効果

が増大したとしても、カーブの変化は若年層に止

まり、高年齢層では変化は少ないはずである。実

際には、コーホート効果以外に、調査年次に依存

する効果も大きいということである。

�３ 全体の分布変化の年齢別要因分解

以上では年齢別の分布についてみてきたが、次

に、この結果を用いて、�１で示した全体の所得及

び消費の格差の１９８４年と１９９４年の間の変化を、

Appendix２でMLDとVLについて示した方法に

より要因別に分解してみる。

年齢別のデータを基礎にすると、年齢構成変化

による寄与、各年齢層内の格差変化の寄与、各年

齢層間の格差変化の寄与、これら３つの要因に分

解できる。

年間収入の１９８４年と１９９４年の間の１０年間の変化

（表４）をみると、年齢構成の変化、あるいは年

齢層間の格差変化の寄与が大きくなっている。年

齢層内の格差変化の寄与は小さい。

上記１０年間で、本節第１項でみたように全体と

しての所得格差は拡大している。しかし、上記結

果から、高齢化が進んでいることによる年齢構成

変化による寄与、つまり見かけ上の格差拡大の寄

与が大きく、年齢層内の格差拡大の寄与と年齢層

間の格差拡大の寄与の合計の、真の格差拡大によ

る寄与は、それほど大きくない。

次に消費支出の１９８４年と１９９４年の間の１０年間の

図６ 年齢別の消費支出のVL（２人以上世帯）

図７ 年齢別の消費支出のVL（総世帯）
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変化（表５）を分析してみると、２人以上の一般

世帯の場合、年齢構成変化の寄与及び年齢層間格

差変化の寄与が大きいという点で年間収入にやや

近くなっている。しかし、総世帯では状況が大き

く異なっている。△MLD、△VL共に、年齢構成

の変化の寄与が非常に大きく、年齢層間の変化の

寄与は小さい。一方、年齢層内の変化の寄与はマ

イナスの寄与を示している。

ここで、総世帯の１９８４年と１９９４年の間の変化を

さらに、１９８４年と１９８９年の間、１９８９年と１９９４年の

間の２つの期間に分けてみてみる（表６）。年齢

構成変化の寄与は両期間でプラスとなっているの

に対し、年齢層内の変化の寄与は８４年と８９年の間

のプラスから８９年と９４年の間のマイナスに転じて

いる。年齢層間の寄与は小さい。

つまり、総世帯の消費支出では、１９８４年と１９９４

年の間の格差拡大は、高齢化による年齢構成の変

化によるみかけ上のものであり、年齢層内格差変

化の寄与と年齢層間格差変化の寄与の合計の真の

格差の寄与は８４年と８９年の間ではプラスだが、８９

年と９４年の間には逆にマイナスとなり、格差を縮

小させている。

なお、８９年から９４年に格差が縮小していること

は、バブル経済の崩壊が、高い消費水準の層に対

して、より影響を与えたのであろう。実際、図８

に示すように、１９８４年と１９８９年の間では、年間収

入が高い分位８ほど、その平均年間収入の伸び率

は高かったが、１９８９年から１９９４年まででは、特に

第１０分位の伸びが鈍っている。消費についての分

位データはないものの、所得同様に、高消費層へ

表４ 年間収入の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全 体 年齢構成 年齢層内 年齢層間

２人以上世帯

△MLD
１．８ ０．４

２１％

－０．２

－１０％

１．６

８９％

△VL
３．７ ２．９

８０％

－０．７

－１８％

１．６

４４％

総世帯

△MLD
３．５ ２．６

７５％

－０．０

－１％

１．０

２８％

△VL
８．４ ７．１

８４％

０．６

７％

１．９

２２％

（注）上段は全体の変化及び各寄与（％）
下段は全体の変化に占める各寄与の比率
以下の寄与分解の表も同様

表５ 消費支出の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全 体 年齢構成 年齢層内 年齢層間

２人以上世帯

△MLD
３．２ １．８

５６％

１．０

３０％

０．７

２２％

△VL
１．４ ０．５

３４％

０．２

１５％

０．７

５０％

総世帯

△MLD
１．３ ２．０

１５３％

－０．６

－５０％

－０．０

－４％

△VL
２．５ ４．３

１７２％

－０．８

－３２％

０．３

１１％

表６ 消費支出の分布変化の寄与分解（総世帯）

全 体 年齢構成 年齢層内 年齢層間

１９８４―１９８９

△MLD
１．４ １．２

８２％

０．４

２６％

－０．１

－８％

△VL
２．４ ２．４

１００％

０．５

１９％

－０．０

－２％

１９８９―１９９４

△MLD
－０．２ ０．８

－５００％

－１．０

６７３％

０．１

－６９％

△VL
０．１ １．６

１９１９％

－１．５

－１８８５％

０．３

３６５％

８ 世帯を所得（消費）の順番に並べて１０等分すると、所得（消費）の低い順に、第１分位、第２分位…第１０分位となる。
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の影響が大きかったと推測される。

�４ 世帯人員別の変化

以上年齢別の分析と同様に、世帯人員別の分析

を行ってみよう。世帯人員は、小人数化という社

会的変化が起きており、この所得や消費の分布へ

の影響は興味ある問題である。また、世帯人員で

世帯の所得や消費を調整することにより、等価所

得や等価消費を用いた分析が可能である。

図９にみるように、世帯人員別の年間収入の分

布をみると、単身世帯で一番格差が大きく、２人

世帯、３人世帯、４人世帯と格差が減少していく

ものの、それ以上の世帯人員の世帯では、ほとん

ど同じ格差となっている。この傾向は、８４年、８９

年の結果でもほぼ同様である。

消費支出の場合には、図１０にみるように、年間

収入の場合と比べ、全体に格差の水準が下がって

いるが、形状はほぼ同様である。ただし、単身世

帯の分布が収入の場合ほど大きくはなくなってい

る。

以上、世帯人員が単身や２人の小さい世帯で消

費、所得の分布が大きいという事実から、先にみ

た年齢別の消費、所得の格差のある程度は、その

世帯人員の構成から説明できる可能性がある。表

７に示すように、実際、格差の大きい高齢者や３０

未満の若年層では、単身世帯や２人世帯の割合が

高くなっている（表７）。

ただし、単身世帯や２人世帯であるという理由

から、所得や消費の格差が大きく、世帯人員が多

いから格差が小さいということはできない。むし

図８ 年間収入１０分位別の平均年間収入の伸び率

（２人以上世帯）

図９ 世帯人員別の年間収入分布（１９９４年）

表７ 各年齢層に占める世帯人員別比率（１９９４年）
（単位：％）

３０未満３０―３９４０―４９５０―５９６０―６９７０以上

合計 １００ １００ １００ １００ １００ １００

単身 ５９ １２ ８ １１ ２６ ４５

２人 １５ １０ ８ ２１ ４２ ４２

３人 １６ １９ １５ ２７ １７ ７

４人 ８ ３６ ３６ ２５ ６ ２

５人 ２ １６ ２２ １０ ３ ２

６人以上 ０ ８ １２ ５ ６ ４

図１０ 世帯人員別の消費支出分布（１９９４年）

４９ 郵政研究所月報 １９９９．６
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ろ、因果関係としては、格差の大きい若年層と高

齢者において、単身世帯や２人世帯の比率が高い

ということのほうが、家族形態の年齢による変化

からの自然な説明であると考えられる。

ここで、１９８４年と１９９４年の間の１０年間での世帯

人員別格差の形状の変化をVLを例にとってみる

と、年間収入では、８４年、８９年、９４年と５年毎に

小幅ながら全体的に格差が拡大している（図１１）。

一方、消費支出では、８４年と８９年の間で３、４、

５人世帯で格差が拡大し、単身世帯では格差が縮

小し、８９年と９４年の間では変化がほとんどない

（図１２）。

年齢別の場合と同様、世帯人員による分布は、

傾向は年が経過しても変化しないものの、細かい

形状はそれほど安定ではなく、その時々の状況に

より変化するものと考えられる。

�５ 全体の分布変化の世帯人員別要因分解

以上の世帯人員別の分布の結果を用いて、１９８４

年と１９９４年の間の１０年間の全体の所得及び消費の

分布の変化について、年齢別要因分解で行ったの

と同様の手法で分析する。ただし、世帯人員別の

データを基礎にすると、世帯人員構成変化による

寄与、各世帯人員グループ内の格差変化の寄与、

各世帯人員グループ間の格差変化の寄与の３つに

分解できる。

年間収入の分布変化（表８）をみると、△MLD

では世帯人員構成の変化の寄与が大きなプラス、

世帯人員グループ間の格差の変化の寄与が大きな

マイナスとなっている。世帯人員グループ内の格

差の変化の寄与もある程度存在する。一方、△

VLでは各寄与ともある程度存在するが、世帯人

図１１ 世帯人員別の年間収入のVL

図１２ 世帯人員別の消費支出のVL

表８ 年間収入の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全体
世 帯 人 員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

△MLD
３．５ ５．１

１４８％

１．６

４５％

－３．２

－９３％

△VL
８．４ １．７

２０％

３．１

３７％

３．５

４２％

図１３ 平均年間収入の伸び率（１９８４―１９９４）
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員グループ間の格差の変化の寄与がやや大きく

なっている。

△MLDと△VLの結果が食い違っているが、図

１３に各世帯人員別の平均年間収入の伸び率を示す。

これをみると、１９８４年から１９９４年にかけて、概ね

世帯人員の大きい、つまり平均年間収入の高い層

の伸び率が大きく、世帯人員グループ間の格差は

拡大していると考えられる。したがって、ここで

は△VLの結果のほうが実態を反映しているとい

える９。

世帯人員は小さくなる傾向が続いているが、こ

の世帯人員構成変化による世帯年間収入の格差拡

大は２割程度であり、世帯人員グループ内格差の

変化の影響、世帯人員グループ間格差の変化の影

響が大きいことがわかる。

消費支出の１９８４年と１９９４年の間の１０年間の変化

（表９）をみると、△MLDでは世帯人員グルー

プ間の格差が大きなマイナスとなっているが、年

間収入の場合と同様、実態をうまく表していな

い１０。△VLの結果をみると、収入の場合とは違い、

世帯人員構成の変化による要因が６割程度を占め

ている。

さらに８４年と８９年の間、８９年と９４年の間に分解

すると（表１０）、△VLでみた場合、世帯人員構成

変化による寄与は両期間で増加しているものの、

世帯人員グループ内格差の変化、世帯人員グルー

プ間格差の変化の寄与は８４年と８９年の間のプラス

から、８９年と９４年の間のマイナスに転じている。

これは、年齢別の分析の所で述べたように、バブ

ル崩壊が高所得層（高消費層）に大きく影響した

ためと考えられる。

�６ 等価尺度の導入

以上の議論での問題点は、世帯単位での年間収

入や消費支出をそのまま用いていることである。

世帯人員が多ければ収入や消費が多いのは当然で

あり、各世帯の世帯員の経済状態を正確には反映

していない。実際には、世帯員の感じる効用は、

世帯の収入や消費を世帯人員で調整したものとな

る。具体的には次のような等価尺度１１を導入しよ

う。

等価尺度＝所得あるいは消費／（世帯人員）e

eは等価弾性値である。e＝０の場合は世帯単位

であり、e＝１の場合では、一人当たりとなる。

９ MLDは各年で世帯人員グループ内格差と世帯人員グループ間格差に分解できるが、世帯人員グループ間格差は８４年の４．８％から
９４年の６．０％へと拡大しており、△MLDの結果がマイナスとなってしまっているのは、計算上各世帯人員グループの構成比が変
化していることが反映されていないためである。

１０ MLDの各年の世帯人員グループ間格差は８４年の３．０％から９４年の３．７％へと拡大している。
１１ Buhmann et al .（１９８８）等参照。

表９ 消費支出の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全体
世 帯 人 員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

△MLD
１．３ ４．０

３０６％

０．１

９％

－２．８

－２１６％

△VL
２．５ １．４

５７％

０．９

３６％

０．４

１７％

表１０ 消費支出の分布変化の寄与分解

全体
世帯人員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

１９８４―１９８９

△MLD
１．４ １．７

１１７％

０．６

３９％

－０．８

－５６％

△VL
２．４ ０．８

３１％

１．２

４９％

０．６

２４％

１９８９―１９９４

△MLD
－０．２ ２．３

－１５１８％

－０．４

２７０％

－２．１

１３４６％

△VL
０．１ ０．６

７０３％

－０．３

－３６９％

－０．１

－１７１％

５１ 郵政研究所月報 １９９９．６
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eを単純に１とするのは適当ではない。例えば、

消費を考えた場合、食費などは世帯人員の分だけ

必要である。しかし、耐久財など世帯で共有して

使用する物への支出は、世帯人員が多いからと

いって、比例的には増えない。以下では、試算結

果（Appendix３）や他の研究（西崎他，１９９８、

Ohtake and Saito, １９９８等）を参考に、年間収入、

消費支出を世帯人員の０．５乗で割ったものをそれ

ぞれ等価年間収入、等価消費支出として分析する

ことにする。

表１１は等価年間収入分布の推移を示している。

年間収入の場合に比べると、全体的に格差が縮小

していることがわかる。また、表１２の等価消費支

出でも同様である。これは、西崎他（１９９８）で指

摘しているように、人々は効用水準が他人とあま

り変わらないように同居、別居を選択するという

ことも一因であろう。しかし、各年の各指標の分

布の増大、減少はほとんど等価尺度導入前と変

わっていないことがわかる。

次に、年齢別の分析についてであるが、図１４に

１９９４年の総世帯について、等価消費支出を用いた

年齢別分布を示している。消費支出の場合に比べ

て格差は全体的に減少しているが、年齢の上昇に

つれて格差が拡大するとの傾向は変わっていない。

Ohtake and Saito（１９９８）は１９７９年、１９８４年、

１９８９年での２人以上の一般世帯についてe＝０．５の

場合の等価消費の結果を示しているが、やはり年

齢による効果は変わらないとしている。西崎他

（１９９８）では、１９８４年と１９９４年の可処分所得につ

いて、e＝０．５で、世帯ベースから個人ベースに変

換した世帯員の年齢別の格差を示している。そこ

では、６５―７５歳と７５歳超の２つのグループの間で

は、年齢の上昇による格差の拡大が見られないと

いう点を強調している。しかし、同論文のデータ

をみる限り、１８―２５歳から２６―４０歳では格差が小

さくなっているものの、その後４１―５０歳、５１―６４

歳、６５―７５歳と年齢が上昇するにつれて等価可処

分所得の格差も増大しており、世帯ベースの場合

と本質的な差はないと考えるのが妥当であろう。

次に、世帯人員別の分析について、等価尺度を

導入してみよう。

等価年間収入の場合（表１３）は、△MLDも△

VLもほぼ同様の結果となっており、世帯人員構

成変化による寄与は２割程度となっている。この

比率は、表８の年間収入の△VLの場合と同じで

ある。世帯人員グループ内格差と世帯人員グルー

プ間格差の寄与の比率については、年間収入の△

VLの場合（それぞれ、４割、４割程度）とはや

表１１ 等価年間収入分布の推移（％）

Gini MLD SCV VL

１９８４ ― １３．５ ２９．６ ２７．９

１９８９ ― １４．９ ３５．８ ３０．２

１９９４ ― １６．０ ３４．９ ３３．４

表１２ 等価消費支出分布の推移（％）

Gini MLD SCV VL

１９８４ ― １２．３ ３０．３ ２４．１

１９８９ ― １３．１ ３１．２ ２５．７

１９９４ ― １２．９ ２９．２ ２５．９

図１４ 年齢別の等価消費支出分布

（１９９４年、総世帯）
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や異なるものの、概ね、年間収入の結果と等価年

間収入の結果は同様であるとしてよいであろう。

等価消費支出の場合（表１４）、△MLDは有効な

分析となっていないが、△VLの結果は、各項目

の寄与は表９の消費支出の△VLの結果（世帯人

員構成変化、世帯人員グループ内格差変化、世帯

人員グループ間格差変化それぞれの寄与は、６割、

４割、２割程度）に近いものとなっている。

表１５の年代を分けた結果でも、△VLについて

みると、世帯人員構成変化の寄与については８４年

と８９年の間、８９年と９４年の間ともにプラスである

が、世帯人員グループ内格差変化の寄与と世帯人

員グループ間格差変化の寄与の合計は、８４年と８９

年の間のプラスから、８９年と９４年の間のマイナス

に転じており、表１０の消費支出の分布変化の場合

と同様である。

以上から、世帯単位の年間収入、消費支出を用

いて分析した場合と、各世帯員の感じる効用を考

慮した等価年間収入、等価消費支出といった等価

尺度を用いて分析した場合とを比較すると、等価

尺度を用いた場合のほうが、全体的に格差が縮小

している。しかし、年齢別、世帯人員別の格差の

様子、異なる時点間の格差変化の寄与度分解など

において、本質的な違いは見られないことが確認

できた。

４．終わりに

８０年代に先進国では所得の格差が広がり、日本

でも、各種調査研究の結果により、９０年代半ばま

で格差の拡大が示されている。しかし、全体の数

字をそのままみるのではなく、各種グループ別の

分析をすることにより、より正確な姿に近づくこ

とができる。また、それにより、どのグループに

対して重点的に施策を行えば良いのかなど、政策

に必要な状況把握も可能になる。

本稿の結果では、１９８４年と１９９４年の間の年間収

入の分布変化のうち、高齢化による年齢構成の変

化による寄与が８割程度を占め、同年齢層内での

格差拡大や年齢層間の格差拡大などの本質的な格

差増加の寄与は２割程度に過ぎない。消費支出の

場合には、本質的な格差の変化はマイナス（格差

縮小）寄与であり、年齢構成の変化による寄与は

全体での分布を拡大させている。世帯人員の変化

についても、年間収入の分布拡大では、世帯人数

表１３ 等価年間収入の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全体
世 帯 人 員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

△MLD
２．４ ０．４

１８％

１．６

６４％

０．４

１８％

△VL
５．５ １．４

２６％

３．１

５７％

０．９

１７％

表１４ 等価消費支出の分布変化の寄与分解

（１９８４―１９９４）

全体
世 帯 人 員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

△MLD
０．６ －０．７

－１１７％

－０．１

－１８％

１．２

１９９％

△VL
１．８ １．１

６３％

０．９

５１％

０．０

０％

表１５ 等価消費支出の分布変化の寄与分解

全体
世帯人員

構 成

世 帯 人 員

グループ内

世 帯 人 員

グループ間

１９８４―１９８９

△MLD
０．８ －０．１

－１６％

０．６

７２％

０．３

４５％

△VL
１．６ ０．５

３２％

１．２

７４％

０．０

２％

１９８９―１９９４

△MLD
－０．２ －０．５

３２７％

－０．４

２６９％

０．８

－４９６％

△VL
０．２ ０．５

２８８％

－０．３

－１８０％

－０．０

－１１％
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の減少傾向という世帯人員構成の変化による寄与

は２割程度を占めているにすぎないものの、消費

支出の分布拡大では、同寄与が６割程度を占めて

いる。このように、１９８４年と１９９４年の間の所得お

よび消費の分布拡大のうち、かなりの部分は年齢

構成変化や世帯人員構成変化に伴う、ある意味で

見かけ上のものであるとの結果を得た。したがっ

て、全体の所得格差等が拡大していることにより、

経済状態の格差が拡大し、不平等さが高まってい

ると断定することは、やや粗い議論である。

ただし、本稿の結果から、問題が存在しないと

いうことを主張するわけではない。例えば、年齢

の上昇に伴う所得・消費分布の拡大は、各人の属

人的な努力、運などが積み重なった結果であり、

ある意味で自然なものである。しかし、これが機

会の不平等、例えば親の所得による教育環境の差

や、遺産の相続などの結果であれば問題であり、

機会平等が保証されるように是正の努力をする必

要があろう。また、機会の平等等が保障された上

での自然な結果としても、実際に高齢化が進むこ

とにより、消費水準の低い層の割合が増えるとい

う状況１２を、そのままにしておいてよいかどうか

は、国民がどのような考え方をするかの選択の問

題であり、それを反映して政府の施策が行われる

ことになる。

現在、日本経済は構造改革の必要に直面してお

り、雇用環境についても、雇用調整や年功序列の

廃止などの変化を迫られている。今後は、所得格

差の拡大、失業の増大などにより、経済状態の格

差も広がる可能性が高い。また、戦後の改革から

時間を経て、相続、教育、結婚等により世代間で

格差が移転される傾向も出てきている。経済状態

の分布についての研究は、今後必要性を増すもの

と考えられる。

本稿では、年報の集計データをもとにしている

ため、充分な分析ができていない点も多い。ここ

では、年齢と世帯人員という基本的な２つの要因

について分析したが、家族構成、職業、学歴など

の要因による分析も興味深い。また、Johnson

and Shipp（１９９７）が家族構成と学歴の２つの複

合要因について分析しているように、いくつかの

要因を組み合わせてみる必要もあろう。

Appendix１ 各種不平等尺度の定義と要因分解

例えば、各世帯iの消費をci、消費の平均をμ、

世帯数をn、とすると、各不平等尺度の定義は以

下のようになる。

Gini ＝
２cov（ci， i

n）
μ２

MLD＝
Σi ln（μci

）
n

SCV ＝
var（ci）
μ２

VL ＝var（ln ci）

なお、MLD、VLの異時点間の変化△MLD、

△VLは以下のように分解できる。

１２ 高齢者層では、消費の格差が拡大しているが、消費の絶対水準でみた場合、消費水準の低い層が多くなっている。図１５でみる
と６０歳以上で、等価消費支出が１０万円以下の低い世帯が他の年齢層に比べ多くなっている。

図１５ 年齢別等価消費支出の世帯分布（１９９４）

５４郵政研究所月報 １９９９．６
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ΔMLD＝MLD t２－MLD t１

～～［ΣxMLDxΔαx＋Σxln（μμx
）Δαx］
（構造変化要因）

＋ΣxαxΔMLDx （グループ内格差変化要因）

＋ΣxαxΔln（μμx
）（グループ間格差変化要因）

ここで、xは属性の異なる各グループを示す。αx

はxが全体に占める比率。

ΔVL＝VLt２－VLt１

～～Σxαt２
xvar（lnci）t１

x－Σxαt１
xvar（lnci）t１

x

＋Σxαt２
x（ave（lnci）t１

x）２－（Σxαt２
x ave（lnci）t１

x）２

－Σxαt１
x（ave（lnci）t１

x）２＋（Σxαt１
x ave（lnci）t１

x）２

（構造変化要因）

＋Σxαt１
xvar（lnci）t２

x－Σxαt１
xvar（lnci）t１

x

（グループ内格差変化要因）

＋Σxαt１
x（ave（lnci）t２

x）２－（Σxαt１
x ave（lnci）t２

x）２

－Σxαt１
x（ave（lnci）t１

x）２＋（Σxαt１
x ave（lnci）t１

x）２

（グループ間格差変化要因）

Appendix２ 金額階級を用いて算出した不平等

尺度の値の評価

所得や消費金額の世帯分布は高所得側に歪んだ

形をしていることから、対数正規分布に従う分布

モデルと考えられる。

例として、対数平均５、対数分散０．２、分布数

１０００という対数正規分布を考えると、各種統計量

は平均２００．３、標準偏差９４．０、最小値３８、最大値

５９２、最頻値１４８などとなる（補図１）。千円単位

とすれば、実際の消費支出金額と近似することに

なる。

この分布から、�１１刻み（個票ベースに近い）、

�２両端以外は５０の等金額階級の１０階級、�３各階級

の分布数がほぼ等しくなるようにした１０分位、の

３つの方法でGini、MLD、SCV、VLの各不平等

尺度を計算する。

結果は補表１のようで、１０階級、１０分位とも１

刻みの場合に比べて小さくなっている。これは、

各階級内での分布を無視していることから生じる

ものであり、個票ベースの真の値に対する差は、

ある意味では安定的である。

これを確認するため、対数平均２、対数分散

０．２２、分布数１０００、各種統計量は平均２０６．３、標

準偏差１０１．７、最小値３５、最大値６３０、最頻値１４８

という分布を考える。

各不平等尺度について対数分散０．２２の場合から

初めの対数分散０．２の場合を引くと、補表２のよ

うになる。

補図１ 対数平均５、対数分散２の分布モデル

補表１ 各種不平等尺度の試算（対数分散＝０．２）

Gini MLD SCV VL

１刻み ２４．６ １０．２ ２０．４ １９．６

１０階級 ２１．５ ９．８ １９．９ １８．４

１０分位 ２４．２ ９．９ １９．２ １８．９

補表２ 各種不平等尺度の変化

（対数分散＝０．２→０．２２）

△Gini △MLD △SCV △VL

１刻み １．１ １．０ ２．１ ２．０

１０階級 １．１ ０．９ ２．１ １．９

１０分位 １．１ ０．９ １．９ １．９

５５ 郵政研究所月報 １９９９．６



補表２の結果は、同じ方法同士で比較する場合

には、各種不平等尺度の変化は非常に安定的であ

ることを示している。本稿では、１０階級を用いて

いるが、その結果は、絶対値は個票ベースに比べ

小さいが、そのずれはそれほど大きくなく（ずれ

の大きいジニ係数の場合でも１割強程度）、また、

１０階級同士で変化をみた場合は、かなり正確なも

のであると予想される。

Appendix３ 等価弾性値による分布の変化

１９９４年の消費支出について、等価弾性値eを０

（世帯単位）から１（一人当たり）まで連続的に

変えた場合の各不平等尺度の値を補表３に示す。

この結果、等価弾性値が０．５付近で各不平等尺度

が最小となっていることがわかる。人々は効用水

準が他人とあまり変わらないように同居、別居を

選択するということが正しいとすると、等価弾性

値を０．５とするのが妥当ということになる。
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